
年度計画
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（第4次から継続）

【担当：財政課・スポーツ振興課】

　新たな取組を進め、ふるさと納税による収入額を増加し、令和６年度の寄附額５億円を目
指す。また、寄附をきっかけに当市に興味・関心を持つ人を増やし、関係人口・交流人口の
増加や市内経済の振興を図る。

数値目標の項目

年度計画
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

調査・研究 ⇒ ⇒ 検討 実施

単位 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

千円

現状と課題

　平成31年4月、総務省より返礼品の調達費用等について基準が設けられ、ふるさと納税の募
集方法や返礼品について各自治体において厳格な対応が求められる中、他の自治体とどのよ
うに差別化を図っていくかが課題となっている。
　すでに多くの事業者に返礼品の出品に協力いただいているが、限られた地域資源の中で、
新たな返礼品の開拓・追加、そしてその中でどのように寄附額を増やしていくのかが課題で
ある。

取組内容

・新たなふるさと納税サイト増設を検討、必要に応じサイトの増設
・企業版ふるさと納税の推進
・ガバメントクラウドファンディングの活用
・効果的な広告方法の検討・実施
・新たな返礼品の追加を行うため、市内事業者に向け随時募集

目標・成果

寄付金額

 取組項目 №8 ふるさと納税の推進 【担当：ふるさと振興課】

150,000 220,000 250,000 421,000 500,000

【重点項目Ⅱ】
  持続可能な健全財政の堅持

 実施項目 1　歳入の確保

 取組項目 №7 公共施設利用者負担基準の見直し（改定）　　　　（第4次から継続）

現状と課題
　公共施設利用者の負担の公平性を確保するため、統一的な利用者負担基準を定めた「公共
施設利用者負担基準」を平成30年度に策定し、令和元年10月から改定を行ったが、社会経済
環境は変化するため定期的に見直し（改定）を行う必要がある。

取組内容

　市民ニーズや施設の維持管理等に要する経費の状況を把握するとともに、物価の変動に合
わせた料金改定も考慮し、現行の使用料等の利用者負担が適正か否かの判断をし見直し（改
定）を行う。また、施設の適正な管理を行うとともに、利用者の利便性を損なわぬよう、施
設予約システムの検証・改善を行う。
・利用者アンケートの実施
・施設維持管理費等に係る調査
・近隣市等の類似施設の料金調査

目標・成果

・現状を把握し負担基準を見直す（改定）
・利用者負担が適正であるか判断し、必要に応じ料金改定
・公共施設予約システムの検証・改善

数値目標の項目 単位 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

ｴﾈﾙｷﾞｰ 都 市成長・雇用 実施手段生産・消費不平等
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単位 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

年度計画
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（第4次から継続） 【担当：管財契約課】

目標・成果

・用途廃止した全ての普通財産（土地）の売却
・土地開発公社から買い戻した全ての普通財産（土地）の売却
・売却可能な全ての不用物品の官公庁オークションへの参加

数値目標の項目

 取組項目 №9 不要財産（土地）及び不用物品の売却促進

現状と課題

　近年、公共施設の統廃合が進み、市営住宅や教員住宅等の行政財産が廃止となってきてい
る。
　また、千曲線の開通等により土地開発公社が取得した代替地等が不要となり市が順次買戻
しを行っている。
　これらの普通財産（土地）を長期保有することは、草刈り等の維持管理費がかかるととも
に土地の有効利用という面から好ましくないと考えられる。
　また、これまで不用となった物品（備品等）については、単に廃棄処分を行ってきたが、
処分費削減及び収入増加の面から売却できるものは売却することが望ましい。

　平成29年度：普通財産（土地）の一般競争入札を本格的にスタート
　平成30年度：不用物品の官公庁オークションによる売却スタート
　令和元年度：普通財産（土地）売却に係る要綱を制定

取組内容

・不要となった普通財産（土地）（「市営住宅・教員住宅等の跡地」及び「土地開発公社か
ら買戻した代替地等」）について一般競争入札や随意契約により売却を促進
・故障や経年劣化した不用物品で売却できる可能性のあるものはインターネットの官公庁
オークションによる売却促進
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